
 

　経済活動は《生産》・《分配》・《支出》という循環を繰り返しています。
　これは、同一の付加価値の流れを異なる面からとらえたもので、一致すべきものです。
　これを「三面等価の原則」といいます。

　生産活動（農産品、商品の生産・加工・販売やサービスの生産など）によって、新たな
価値『付加価値』が生み出されます。
　この生み出された『付加価値』は、生産に参加した人や企業などに所得として分配さ
れ、分配された所得は、家計の消費や企業の投資などとして支出されます。
　県民経済計算とは、『付加価値』を《生産》・《分配》・《支出》の３つの異なった側
面から把握し、県経済の実態を総合的にとらえるためのモノサシです。

 農産品や商品の生産・加工・販売 
 やサービスの提供など経済活動に 
 より、付加価値が生み出されます。  

 生産活動で生み出された 
 付加価値は、生産に参加 
 した人や企業などに分配 
 されます。 

 分配された所得は、最終 
 的に家計の消費や企業の 
 投資などとして支出され 
 ます。 

 何がわかるの？ 
 
  ☆ 県経済の規模や経済成長率 
  ☆ 産業の構造 
  ☆ 所得の水準(総人口割) 
  ☆ 家計の消費や企業の設備投資 

 どんな利用をされているの？ 
 
  ☆ 経済の見通しや計画の策定 
  ☆ 経済実績の評価･分析 
  ☆ 諸施策の評価･分析 
  ☆ 都道府県間の比較 

特集  平成24年度 県民経済計算の概要 

県民経済計算とは 

経済の循環と三面等価 
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単位未満を四捨五入するため、総額と内訳の合計は一致しないことがあります。

2兆6445億円 2兆0403億円

＝ 1兆4315億円 ＝ 1兆1435億円

＋ 　6076億円 ＋ 1184億円

＋ 5591億円 ＋ 7783億円

＋ 462億円

県内純生産（要素費用表示）　 1兆9404億円

雇用者報酬
営業余剰・
混合所得

生産・輸入品に課
される税－補助金

財貨･ｻｰﾋﾞｽの純移出

 県内総生産（支出側）

政府最終消費支出

（統計上の不突合を含む）

　住宅建設・企業設
備・公共投資など

　企業の経常利益
（営業利益に営業
外の収益を加え、
費用を差し引いた
もの）

企業の営業利益等

企業所得

　生産活動に使用
された建物･機械･
設備等の消耗分

　7932億円　1兆1472億円　1740億円

　利子、配当や賃
貸料などの財産運
用収入

雇用者報酬

財産所得

県内総資本形成

　国や地方公共団体
等が提供する学校・
医療などのサービス

5301億円

支　出

分配へ

民間最終消費支出

　家計や非営利団体
からの衣･食･住など
への支出

　県内に居住する
雇用者が受け取る
給与・賞与・退職
金など

生　産
＋県外からの純所得  999億円

分　配

－

内　　訳

 県民所得　　　 

中間投入額県内総生産

　生産過程に必要とする原
材料費や光熱水費など

　県内の産業から
支払われる給与･賞
与･退職金など

　税は政府への支
払のため、生産活
動のコストとして
加算。
　補助金は政府か
らの受取のため、
生産活動以外の収
入として控除。

新たに生み出された
付加価値

＝ 産　出　額

　農産品、工業製品等の出
荷額や小売店、サービスな
どの売上高

2兆2394億円 4兆8839億円

固定資本減耗

平成24年度  県民経済計算の相互関連 

2兆6445億円 



　経済成長率は、電気・ガス・水道業などが減少したことにより、名目1.5％、実質1.2％の減少と
なりました。
　また県民所得は、企業所得が減少したことにより、0.8％の減少となりました。

★動向（対前年度増加率）

 第１次産業
　　 2.3%増　  ５年振りにプラス
 第２次産業
　　 1.0%減　　２年連続でマイナス
 第３次産業
　   1.8%減　　５年連続でマイナス

◆要因等
減少した産業
○電気・ガス・水道業（電気業の
総生産額の減少など）

★動向（対前年度増加率）

 雇用者報酬
　　0.6%増　  ２年連続でプラス
 財産所得
  　1.4%増　  ３年振りにプラス
 企業所得
　   3.1%減　 ２年連続でマイナス

◆要因等
 雇用者報酬の増加
 ○雇主の社会負担が増加したこ
となどによる。
 財産所得の増加
 ○対家計民間非営利団体の所
得が増加したことなどによる。
 企業所得の減少
 ○民間法人企業の企業所得が
減少したことによる。

★動向（対前年度増加率）

 民間最終消費支出
　　1.5%増　　３年連続でプラス
 政府最終消費支出
　　0.8%減　　９年振りにマイナス
 県内総資本形成
　　3.4%減　　２年連続でマイナス

◆要因等
 民間最終消費支出の増加
○家計からの支出のうち、外食・
宿泊、交通費が増加したことなど
による。
 政府最終消費支出の減少
○国出先機関、市町村が減少し
たことなどによる。
 県内総資本形成の減少
○在庫が減少したことなどによる。

平成24年度県民経済計算からわかること！！ 

 
 

 
 

 
 

生 産 面 分 配 面 支 出 面 

○県内総生産(名目) 
 ２兆６４４５億円 

(対前年度増加率 １．５％減) 

○県内総生産(実質) 
２兆８６６８億円 

(対前年度増加率 １．２％減) 

○ 県 民 所 得 
 ２兆０４０３億円 

(対前年度増加率 ０．８％減) 

○一人当たりの県民所得 
２４１万９千円 

(対前年度増加率 ０．４％減) 

○県内総生産（支出側、名目) 

 ２兆６４４５億円 
(対前年度増加率 １．５％減) 

○県内総生産（支出側、実質) 

２兆８２５８億円 
(対前年度増加率 １．３％減) 

県民経済計算からみた経済 

県の産業構造の特徴(産業別特化係数） 

｢特化係数｣とは、国の各産業部門の構成比
を１として、県の各産業部門の構成比と対
比したものです。 
 この係数が１を超えていれば、全国平均
に比べ、その産業に特化していると言うこ
とができます。 

産業別生産額を特化係数を用い全国平均と比較してみると   算出式＝(県の構成比)÷(国の構成比) 

平成24年度県民経済の特徴 
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 水産業、林業、農業等が、全国平均
（特化係数＝１）を上回っています。 
 これらの産業の生産額に影響を及ぼす
主なものは、水産業ではのり養殖業、林
業では育林業等、農業では野菜、米等で
す。 
 一方、卸売･小売業、情報通信業は低い
値を示しています｡ 



表１　経済成長率の推移 （単位：％）

図１　経済成長率の推移（名目）

図２　経済成長率の推移（実質）

　このような日本経済の状況のなかで、本県においても、電気・ガス・水道業（対前年度
増加率43.9％減、対前年度増加寄与度1.0%減)などが減少したことにより、経済成長率は、
名目1.5％減、実質1.2％減と、名目、実質ともマイナス成長となった。

　我が国の経済は、2012年春ころから、世界経済の減速を背景に輸出が減少に転じ、エコ
カー補助金の効果の剥落等もあり生産の減少が続き、個人消費についても乗用車販売を中
心に停滞するなど、景気に弱めの動きが出るようになった。（「地域の経済2013」内閣府
より）。この間、国の平成24年度経済成長率は、名目0.2％減、実質0.7％増となった。

日本経済の概要 

佐賀県経済の動き 

  経済成長率  名目  △１．５％ （国 △ ０．２％）  
         実質  △１．２％ （国   ０．７％） 

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

県 △ 1.8 0 .7 0 .7 0 .3 △ 0.4 3 .6 △ 4.9 △ 6 .0 3 .4 △ 3.0 △ 1 .5

国 △ 0.7 0 .8 0 .2 0 .5 0 .7 0 .8 △ 4.6 △ 3 .2 1 .3 △ 1.4 △ 0 .2

県 0 .1 1 .7 2 .4 1 .9 1 .1 4 .9 △ 3.1 △ 6 .4 5 .2 △ 1.2 △ 1 .2

国 1 .1 2 .3 1 .5 1 .9 1 .8 1 .8 △ 3.7 △ 2 .0 3 .4 0 .3 0 .7
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○減少した主な産業

・電気・ガス・水道業 （単位：百万円、％）

平成２３年度 平成２４年度 対前年度増加率 対前年度増加寄与度

63,992 35,900 △ 43.9 △ 1.0

図３　県内総生産の推移

　平成２４年度の県内総生産(名目)は、2兆6445億円、対前年度増加率1.5％減(前年度
3.0％減)となった。
　また、県内総生産（実質）は、2兆8668億円、対前年度増加率1.2％減(前年度1.2％減)
となった。

電気業の総生産額が減少したことなどにより、対前年度増加率43.9％減少

県内総生産（名目） ２兆６４４５億円、対前年度増加率１．５％減 

主な産業の総生産額 

県内総生産の推移 

年度 
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図４　県民所得（分配）の推移

表２  一人当たり県(国)民所得の推移

　平成２４年度の県民所得総額を総人口（平成２４年１０月１日現在）で除した「一人当
たり県民所得」は、241万9千円となり、対前年度増加率は0.4％減（前年度1.7％減）と
なった。
　これを、一人当たり国民所得275万4千円と比べると、33万5千円下回っており、県の所得
水準（国＝100）は87.8となった。

※一人当たり県（国）民所得は、企業の所得等も含んだ指標であり、個人の給与や収入を示したものではない。

　平成２４年度の県民所得（分配）は、総額2兆0403億円、対前年度増加率は0.8％減
（前年度2.1％減）となった。
　これは、企業所得が減少（対前年度増加率3.1％減）したことによる。

14,665 14,451 13,965 13,719 13,210 13,027 12,914 12,426 
11,214 11,040 11,363 11,435 

1,324 1,296 1,201 1,193 1,398 1,450 1,358 1,285 
1,379 1,247 1,168 1,184 

6,359 6,257 7,015 7,523 8,098 7,801 8,892 
8,131 

7,663 8,709 8,030 7,783 

△ 1.5
0.8
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対前年度増加率（右目盛） 

一人当たり県民所得 ２４１万９千円、対前年度増加率０．４％減  

県民所得(分配) ２兆０４０３億円、対前年度増加率０．８％減 

一人当たり県（国）民所得の推移 

単位：千円、％

年　度 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

県民所得 2,551 2,518 2,543 2,580 2,621 2,582 2,695 2,551 2,375 2,471 2,428 2,419

対前年度増加率 - △ 1.3 1.0 1.5 1.6 △ 1.5 4.4 △ 5.3 △ 6.9 4.0 △ 1.7 △ 0.4

国民所得 2,883 2,855 2,883 2,897 2,928 2,957 2,978 2,773 2,690 2,755 2,733 2,754

対前年度増加率 - △ 1.0 1.0 0.5 1.1 1.0 0.7 △ 6.9 △ 3.0 2.4 △ 0.8 0.8

所得水準(国=100) 88.5 88.2 88.2 89.1 89.5 87.3 90.5 92.0 88.3 89.7 88.8 87.8

　※国の値は、「国民経済計算年報（平成２４年度）」（内閣府）による。



図５　県内総生産（支出側）の推移

　　　　　　　図５　家計最終消費支出の内訳（平成２４年度）

　平成24年度の県内総生産（支出側、名目）は、2兆6445億円、対前年度増加率は1.5％減
（前年度3.0％減）となった。
　これは、政府最終消費支出(対前年度増加率0.8％減)、県内総資本形成（同3.4％減）が
減少したことなどによる。
　なお、固定基準年方式(平成17暦年基準)による県内総生産(支出側、実質)は、2兆8285
億円、対前年度増加率は1.3％減(前年度2.1％減)となった。

　民間最終消費支出のほとんどを占める家計最終消費支出の内訳は、大きいほうから、住
居・光熱水道（30.5％）、食料・非アルコール飲料（15.7％）、交通（10.1％）と続いて
いる。

県内総生産（支出側）の推移 

県内総生産(支出側、名目)２兆６４４５億円、対前年度増加率１．５％減 

家計最終消費支出の内訳 

     純移出入等 出 出 

図６ 
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食料・非アルコール飲料

15.7%

アルコール飲料・たばこ

1.9%

被服・履物 3.0%

住居・光熱水道 30.5%

家具・家庭器具・家事サー

ビス 3.8%
保健・医療 5.8%

交通 10.1%

通信 3.3%

娯楽・レジャー・文化 8.9%

教育 1.4%

外食・宿泊 4.6%

その他

11.1%

対前年度増加率（右目盛）    民間最終消費支出     政府最終消費支出       県内総資本形成     純移出入等 

民間最終消費支出 政府最終消費支出 県内総資本形成 純移出入等


